
電磁誘導加熱式調理器に係る関係法令 

電波法 

（高周波利用設備） 

第 100条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大

臣の許可を受けなければならない。 

一 電線路に 10キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信

設備（ケーブル搬送設備、平衡２線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通

信設備を除く。） 

二 無線設備及び前号の設備以外の設備であつて 10キロヘルツ以上の高周波電

流を利用するもののうち、総務省令で定めるもの 

 

電波法施行規則 抄 

（昭和二十五年十一月三十日電波監理委員会規則第十四号） 

（通信設備以外の許可を要する設備）  

第四十五条  法第百条第一項第二号の規定による許可を要する高周波電流を利

用する設備を次のとおり定める。  

一  医療用設備（高周波のエネルギーを発生させて、そのエネルギーを医療のた

めに用いるものであつて、五〇ワットを超える高周波出力を使用するものをい

う。以下同じ。）  

二  工業用加熱設備（高周波のエネルギーを発生させて、そのエネルギーを木材

及び合板の乾燥、繭の乾燥、金属の熔融、金属の加熱、真空管の排気等工業生

産のために用いるものであつて、五〇ワットを超える高周波出力を使用するも

のをいう。以下同じ。）  

三  各種設備（高周波のエネルギーを直接負荷に与え又は加熱若しくは電離等の

目的に用いる設備であつて、五〇ワットを超える高周波出力を使用するもの（前

二号に該当するもの、総務大臣が型式について指定した超音波洗浄機、超音波

加工機、超音波ウエルダー、電磁誘導加熱を利用した文書複写印刷機械及び無

電極放電ランプ並びに第四十六条の七に規定する型式確認を行つた電子レンジ

及び電磁誘導加熱式調理器を除く。）をいう。以下同じ。）  

 

（型式確認）  

第四十六条の七  製造業者等は、その製造し、又は輸入する電子レンジ又は電磁

誘導加熱式調理器の型式について、次の各号の区別に従い、当該各号に掲げる
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条件に適合していることの確認（以下「型式確認」という。）を行うことがで

きる。  

二  電磁誘導加熱式調理器  

（１） 利用周波数が二〇・〇五ｋＨｚから一〇〇ｋＨｚまでの範囲内にあるこ

と。 

（２） 高周波出力の定格値が三キロワツト以下であり、かつ、動作状態におけ

る高周波出力の最大値が定格値の一二〇パーセントを超えないこと。 

（３） 利用周波数による発射及びスプリアス発射による漏えい電界強度が当該

設備の発振器から三〇メートルの距離において次に掲げる値以下であること。 

（一） 利用周波数において毎メートル一ミリボルト 

（二） 五二六・五ｋＨｚから一、六〇六・五ｋＨｚまでの周波数において毎メ

ートル三〇マイクロボルト 

（三） （一）及び（二）に掲げる周波数以外の周波数（ＩＳＭ用周波数を除く。）

において毎メートル√（２０Ｐ）（Ｐは、高周波出力をワツトで表した数とし、

高周波出力が五〇〇ワツト未満のものにあつては五〇〇とし、二キロワツトを

超えるものにあつては、二、〇〇〇とする。）マイクロボルト 

（４） 当該設備の操作に伴つて人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与える

おそれがないこと。 

２  型式確認は、別表第八号に規定する方法により試験を行い、その型式が前項

各号の区別に従い、それぞれに掲げる条件に適合していると認めた場合に限り、

行うことができる。  

３  製造業者等は、型式確認を行うために作成した資料を保管しなければならな

い。ただし、製造又は輸入を行わなくなつた後十年を経過した型式に係るもの

については、この限りでない。  

４  前項の規定に基づき保管する資料については、電磁的方法により記録するこ

とができる。この場合においては、当該記録を必要に応じ電子計算機その他の

機器を用いて直ちに表示及び書面への印刷ができなければならない。  

 

（届出等）  

第四十六条の八  型式確認を行つた製造業者等は、次の事項に別表第九号に定め

る様式の試験成績書を添えて、総務大臣に届け出なければならない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二  型式名、確認番号及び外観（図面及び写真で示すものとする。）  

三  製造する工場又は事業場の名称及び所在地  
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２  総務大臣は、製造業者等から前項の規定により届出があつたときは、その氏

名又は名称並びに型式確認を行つた電子レンジ又は電磁誘導加熱式調理器の型

式名及び確認番号を告示する。  

３  第一項の規定により届出を行つた製造業者等は、型式確認を行つた型式に属

する電子レンジ又は電磁誘導加熱式調理器に別表第十号に定める様式の表示を

付さなければならない。  
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